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 2018 年 1 月 30 日、厚生労働省は「望まない受動喫煙」の対策を促進するため、健康増進

法改正原案を公表し、3 月に改正案の国会での審議が開始されるとの報道がなされています。

一般社団法人日本医学会連合（以下、日本医学会連合と略す）は、生命の仕組みを解明し、

疾病予防や治療法の開発を推進し、国民の健康を守り健全な社会づくりを目指す学術団体

で、基礎医学・臨床医学・社会医学の 128 学会で構成されていますが、この改正原案では、

国民の健康を増進し命を守るうえで看過できない状況が続くことを憂慮しています。 

喫煙は予防可能な最大の死因です。喫煙者本人のみならず、受動喫煙によって非喫煙者も、

肺がん、虚血性心疾患、脳卒中、呼吸器疾患、乳幼児突然死症候群等の致命的な疾患に罹患

することが科学的に証明されています。受動喫煙による死亡者数は、世界保健機関（WHO）

の 2010 年報告によれば、全世界で 603,000 人、内こども 165,000 人(1)、日本でも、国立がん

研究センターによれば、受動喫煙による死亡者数は年間 15,000 人(2)、肺がんリスクは受動喫

煙を受けない者の 1.3 倍(3)となることが推計されています。わが国も批准した WHO のたば

こ規制枠組条約（FCTC）は、すべての人をたばこの煙から守る政策として受動喫煙対策を

積極的に履行することを求めており、現在 55 か国が屋内完全禁煙の法制度を有しています

(4)。しかし、我が国の健康増進法では、受動喫煙防止は努力義務に過ぎないため、職場や飲

食店等での喫煙環境が改善されず、そこで働く従業員の健康が犠牲になる状況が続いてき

ました(5)。 

一方、WHO と国際オリンピック委員会（IOC）は、健康を象徴する祭典でもある五輪・

パラリンピック大会をタバコフリー（たばこ産業のスポンサーシップの排除、環境の禁煙化）

で行うことを開催国に求めてきました。開催地の禁煙化は、2004 年のアテネ大会以来、す

べての開催国や開催都市で法律や条例などによって実現しています。しかし日本では、2020

年東京大会の開催までの屋内完全禁煙の実現が危ぶまれる状況です。 

その理由として、改正原案では店舗面積により分煙を認めるなど禁煙対策の除外規定が

あり、禁煙対策の抜け穴が作られていること、また「望まない受動喫煙」を対象としている

ため、受動喫煙を望んでいないことを言い出しにくい立場の人々に、事実上、受動喫煙を強

いる可能性が高いことなどが挙げられます。不特定多数の人が集まる場所での受動喫煙を

ゼロにするため、屋内完全禁煙を基本とした実効性のある法的措置を、日本医学会連合(6)は、



他の医学・医療諸団体(7−9)とともに求めてきました。引き続き、屋内施設の完全禁煙化を求

めます。 

なお改正原案においては、日本を筆頭に普及が急速に進む加熱式たばこに関して、「現

在の科学的知見(10)から加熱式たばこの受動喫煙による健康影響を予測することは困難であ

り、今後の研究や調査の継続が必要」と結論づけられています。他方、この 1 月に米国食

品医薬品局（FDA）の諮問委員会は、たばこメーカーによる加熱式たばこの申請承認に対

する判断を見送りました。有害化学物質の発生量の低下は測定した物質に限り認めること

ができるが、たばこメーカーが主張するようなリスク低減に関しては現時点では肯定でき

ないという理由からです。本来であれば、わが国においても販売認可前に健康影響に関す

る調査・研究結果の提出をメーカーに求めるとともに、認可する側も同様に調査・研究を

十分に行っておくべきであったといえましょう。国民の健康増進と命を守るためには、医

薬品や化学物質など新たな製品を市場に出す前に、安全性・危険性についての国民的合意

が得られるよう予防的な取組みを行うことが公衆衛生の原則に叶っているからです。 

以上をまとめますと、健康増進法の改正に際しては、国民の健康増進と命を守るうえで重

要な公衆衛生の原則に則り、健康被害が実証されている紙巻たばこによる屋内施設での完

全禁煙化を図ること、加えて加熱式たばこによる二次曝露（受動喫煙）対策も紙巻たばこと

同様の規制を行うことを、日本医学会連合は強く要請します。それらにより日本国民の健康

とともにオリンピックで来日される世界の人々の健康を守ることができます。 
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